














下資本 を回収す る構造がある。 これに対 し減損会計では、投資原価の全体をそこからもたら
され るキ ャッシュ ・フローの全体で回収できるか評価する構造になっている。減損会計は、
収益性が低下 し過大 となった帳簿価額を減額することにより、その後の期間の損益計算を修
正 し損益1青報の有用性を回復する会計処理 と理解することができる(//。しか し、修正する対
















応 させ ることにより1段階で計算 されているのではなく、営業利益や経常利益といった段階
を経て計算 されている(Q。段階損益は有用な指標として広 く用い られてお り、 日:本証券 アナ
リス ト協会(2005)によれば、検定会員が最 も重視 している財務数値 ・財務指標はそれぞれ
営業利益 ・売..ヒ高営業利益率であり、企業の分析や投資の意思決定を行 う上で営業利益が重
視されている。 また、大 日方(2007)は、営業利益、経常利益及び純利益の3つ の段階利益


























下落 していることが分かって投資 した場合には、見積もりの正確性や操作性か ら政策的にど
うするかは別として、本来は償却する.べきこ.とになる。こ..のような考え方によれば、土地 の











事業投資は市場平均を超える成果の獲得(の れんの実現)を 期待 した投資である。 その投




応 させたり、販売 した棚卸資産や処.分した固定資産の帳簿価額を費用化 して収益に対応 させ
ることは、投資額の回収に該当す る。では、投資期間の資本 コス トはどこで把握 されるので
あろうか。投資に係る全ての損益項 目を:考慮 した純利益であると考えるのが通常であるが、
多段階損益計算を前提 とすれば、第.....・には営業損益である。2.1で述べたよ うに、資産処分
損益にはゼロが期待 され、営業損益には投.下資本の回収余剰の表示が期待 され るためである。












減損会計は、本来的には投資期.間全体を通 じた投資の回収可能性 を評価するものであ り、
帳簿価額の回収可能性 を問題 とす るものではない。このことは 『固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書』で も言及 され.ている。投資期間全体を通 じた投資の回収可能性
を評価する本来の減損は、米山(2003)によれば、予想外の環境変化によって失われた期間損
益の意味を回復する会計処理と考えることがで きる。米山(2003)の議論は次の通りであ る。
事業資産への投資は、通常市場平均 を超 える成果の獲得を期待 して行われるが、投資が常




なる。しか し、投資の失敗の判明する前後で事業の継続 によるキャッシュ ・フローの獲得 を
目的としているという基本的な点で変化がないため、投資成果の把握という観点からは期間
損益 に.....一貫 した意味を与える方が良い。そこで減損会計によ妖 投資原価の うちキャ ッシ
ュ ・フローを生み出さない部分を切 り捨 て、投資の失敗の前後で期間損益の持つ意味が変わ
らないように損益計算を修正するのである。
米[..「.1(2003)では、 ここでいう期間損益の意味が何であるのかは具体的には示 されていな




比較することで投資の成果 を把握で きるのである。 ところが、投資が:失敗して過大な償却負
担が生 じた場合には資本コス トを超える利益は期待で きない。事業を継続する以上は、資産
の帳簿価額を切 り下げ、事前に資本コス トを超える利益岡 が期待できるよう損益計算を修正
することが、期間損益の意味をu復 することである㈲。











ス トを超 える利益が期待できるよう修正が行われる。多段階損益計算 を前提 とした場合に問
題 となるのは、減損会計により修正する期問損益は、どの段階の損益であるかである.
事業投資の多段階損益計算は、z.で述べたよ.うに、事.前に資本 コス トを超える利益が期待






損益の修正 を意図 したものと考 えることと整合的である。 さらに、3.1で述べた再投資の有
無の観点か らは、企業が当初からのれんの実現を期待 している営業損益において資本 コス ト
を超 える利益を期待できるのであれば、再投資が行われるのではないだろうか。投資原価の












収益 と費用はキャッシュ ・フローを期間配分 したものであるため、損益計算における収益
と費用の対応は.、投資原価の回収を意昧している。営業損益と資産処分損益はそれぞれ異な
る収益 と費用の対応によって計算 されており、そこで は特定の投資原価を特定のキャッシ
ュ ・フローで回収す ることが意図されている。これに対 し減損会計では、営業損益と資産処





な問題なのか、設例1に 数値例 を示 している。.
殼例1
A社 は、償却性資産と土地を用いて製品を製造 唄反売 している。A社 は2期 間で清算
す る と し、1期 間経過 した時点 で減損 が発生 してい るか検 討す ること とな った。A社 は
償 却性 資産 と土地 を合 わせて1つ の資産 グル ープ として いる。第1期 末の償却 性資産 の
帳簿価額 は100、土地 の帳簿価額 は50で ある。将来 キ ャッシュ ・フローは、第2期 末 に
製品 の販 売 によ り80、土地 の処 分 によ り120発生 す る。償 却性 資産 の残存 価額 は0と
し、割 引率 は.5%とす る。 また、A社 と同様 の状況 のB社 及びC社 を考 える。 ただ し、
土 地の帳簿価頷 はA社 と異 な り、 それぞれ120、200であ る。
これ ら3社 につ き1期 末 に減 損 の 判 定 を行 うと、A社 は 資産 グル ー プの 帳 簿価 額
150<回収 可能価額(使 用価値)190.5(キャ ッシュ ・フロー200÷1.05)であ り減損損 失
を計上 しないが、B社 は帳 簿価額220>回収.口JgC価額(使 用価値)190.5とな り減損損 失
を計上 し、C社 も帳簿価頷300>回収可能価 額(使 用価値)190:5とな り減損 損失 を計..ヒ
す るU9)減損 前後(第1期 末 〉 の3社 の 各資産の 帳簿価額 嫉図表1の 通 りで あ る。 そ し
て、3社 の減 損後(第2期)の 損益 計算書 は図表2の 通 りで あ る。B#tは減損 損失29,5
(帳簿価 額L20一回uupr能価額190.5)を帳簿価額 の比率(償 却 性資産=t地=5:6)に
よ り各資産 に配分 して いる。C社 も減損損失109.5(帳簿価 額300一回収 可能価額190.5)
を帳簿価額の比率(償 却性 資産=土 地=ユ12)に よ り各資産 に配分 して いる。
図表1各 資産の帳簿価額(第1期 末)
A社 B社-…rc
減損なし 減損前 下 減損後[塑 前
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A社 はそもそも減損損失が計上 されていないので修正す ら行われていない.B社 及びC社
については、営業損益は資本コ.ストに見.合う利益が期待できるよう修正するべきである。設
例iで は割引率が5%の ため、資本 コス トに見合 う正常 リター ンは減損後帳簿価額190.5×
















却性資産である残存価額が組み合わ されたもの とな り、構造は土地を含んだ資産グループと
同様である⑳。ただし、償却性資産の残存価額は、償却可能額に対 して相対的に.金額が小 さ
いこと、及び耐用年数が到来すれば処分 されるため価格変動 も累積 しにくいことから、実際
の影響は小 さい。実質的に問題 となるのは4.1で示 した土地による回収可能性一体評価問題









1段 階で計算 されるため、残存価額による回収可能性一体評価問題 は発生 しない㈱。ただ
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し、残存価額の見1し を行 うことと、資産グループの土地の見直 しを行わないこととの関係
が問題となる。1AS16では、土地付建物 を購入 した際に取得原価 を各資産に配分する例 が示
されているが、残存価額の見直 しを行うことは、この例で取得後に土地と建物の時価が変化
した場合に、各資産への取得原価 の配分を事後的に修正することと同 じである。 しか し、 こ
のような処理は行われていない。また、2,1では.f.地の取得原価は見積処分価額であると想
定 したが、土地への投資原価の資本コス トを土地の値上がりで回収することを予定 した投資
もあるかもしれない,、その場.合には、事業に用いると共に値.ヒが りも期待 した投資である投
資不動産 との関係が問題になる。土地を毎期評価増 しする等の会計処理も考 えられるが、こ
のような処理も行われていない。仮に残存価額の見直:しと同様の処理 を土地にも適用するの
であれば、土地による回収可能性一体評価問題は発牛 しない。なぜ け也の見直 しが行われて
いないのか、検討する必要があるだろう。しかし、本稿ではこの問題にこれ以上は立 ち入ら




として回収可能性 を評価 している。現行制度上は、売 上によるキャッシュ ・フロー⑳ と処分
によるキャッシュ ・フローの割引現在価値 を回収可能価額 とし、それにより償却可能額 と残
存価額や土地への投資原価の全体を回収できるか評価 し、回収で きない額が減損損.失となる。






























の投資原価 と、売..r.から土地への投資原価に対す る資本コス ト分の利益 を除いたキャッシ
ュ ・フローを対応 させ る必要がある慨、売上によるキャッシュ ・フローから土地への投資原



























図表4で は、土地 の処.分キ ャ ッシュ ・フローが投資原価 よ り大 きいため、減損 損失が発生
しない馴。 また、キ ャ ッシュ ・フ ローの割 引は行わ ない,資 産処 分損益 では投 資額 の回収の
みが 目的で あ り、減 損後 の期間 においてゼ ロの利益 が期待で き るよ うにす るには、割引前の
測定 が適合 す る。B社 に 当てはめた場 合 には、当初か ら資産処分 損益 の期待値 はゼロであ り、
同様 に修it三は行わ れな い。C社 に当て はめた場合 には、投 資原価200>処分 キ ャ ッシュ ・フ
a一 ユ20であ り、80の減 損損失 が発生 す る。 ここで行 ってい るの は資産 処分 損益の修 正で あ
り、減 損損失 は全額 を土地 に負担 させ る必要が ある。 その結果、C祉 の土 地は120になる。






















図表5の 、将来 キ ャッシュ ・フローの 資本 コス トキ ャッシュ ・フロ・一の2.5は、..1:地50に
対 す る資本 コス ト5%分 のキ ャッシュ ・フ ロー を表 してい る。 これ を売上 によるキ ャ ッシュ ・
フローか ら除 いた もの で、償却性 資産の投 資原価 を回収で きるか評価 してい る。 先に述 べた
よ うに、土地の使 用 によ りもた らされ る収益 は営業損 益の構成要 素 となってお り、営業 損益
には土 地 も含め た投 資原価全 体 に対す る資本 コス トに見合 う利益 が期待 されてい る。そ こで、
将来 キ ャ ッシュ ・フローに土 地への投資原価 に対す る資本 コ.スト分の キ ャッシュ ・フロー を
考慮 し、 さらに資本 コス トによ る割引 を用 いた測定 を行い、償却性 資産へ の投資原価 に対す
る資本 コス トを考慮 して いる。そ うす るこ とに よって、減損後 の期間 において投 資原価 全体
に対 す る資本 コス トと同額 の利益 が期待 で きる よ うに なる 、減損損失 は26と なるが、 ここ
で行 ってい るの は営業 損益 の意 味 を回復す るための減 損会計 で あり.、この全額 を営業損 益計
算の修 正 とす る必要 があ る。その ため、減 損損失 は償却性 資産 に負担 さぜ3D、償却性 資産 は
74とな る。 この結果 、営 業損益は売上高s⑪ に減価償 却費74を 対応 させた6と な り、 これは
減損 後償却性 資産74と 上地50に 対す る資本 コス ト5%に 相 当す るy額 で ある。 この よ うに
回収可能性 を評価す る ことで、営業 損益の適切 な修正 が 可能 になる。
これ をB社 に当ては めた場 合 には、売 上 キ ャ ッシュ ・フロsoか ら土地120に対 す る資
本 コス ト5%分 の6を 除 いた将来 キ ャ ッシ ュ ・フロー74を 、 資本 コス ト5%で 割 り引 いた
70,5で、償却性 資産100を回収 で きるか評 価 す ることにな る。 この結 果、減 損損 失が29.5計
...ヒされ 、償却性資産 は70。5とな り、第2期 の営 業損 益 は9.5とな る.こ れ は、減 損後償却 性
資産70,5と土地120に対す る資本 コ ス ト5%分 に相 当す る金 額で あ る,、C社の場 合 も、 先 に
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資産処分損益に対応 した減損を行っているため.十地 は120になっており、営業損益の修正 は
B社 と同様になる、












そ して、減損会計を期間損益の意味を回復する会計処理 と見る考え方を述べた。先に示 し
た営業損益 と資産処分損益の意味を前提 とすれば、現行の減損会計では期間損益の意味を回
復す るという減損会計の趣旨は達成 されていない。現行の減損会計では、営業損益の要素 と
なる収益及び投資原価 と、資産処分損益の要素となる収益 と投資原価を、区別せず一体とし







ことが可能である。なぜ土地の帳簿価額は据 え置かれるのか、 この点について 一・層の検討が

















































































































行 った 上 で、 資 産 グ ル ー プ に関 す る キ ャ ッ シュ ・フ ロー の う ち損 益 計 算Lの 扱 い が異 な る部分 は、 減 損
会 計.Lも分 けて扱 うべ きで あ る とい う議 論 を行 って い る。
:zs:2.1で述 べ たt地 の 償 却 も、 十 地 の 見積 処 分 価 額 が下 落 して い る場 合 に は同 様 に資産 処 分損 益 を実 際 に
ゼ ロに す る 効 果 が あ り、 その 場合 に は 回収 可 能 性...一体 評 価 問題 は 発生 しな い。 どの よ うな方 法 に しろ、
十 地 や残 存 価 額 の 帳 簿価 額 が処.分価 額 にな る よ う原 価 配 分の 修 止 を 行 え ば、 回 収可 能 性 一ra,;,〈価 問 題 は
発 生 しな く な る。 資産 除 去 債務 の計.ヒはそ の よ うな 会 計処 理 の例 で あ ろ う。 本 稿 で は 十.i地の償 却 や 再 評
価 を行 わ な い現 行 制 度 を前 提 と して議 論 を進 めて い る が、}地 の 償却 や悔 評 価 が有 用 な情 報 を提 供 す る
の で あれ ば 、 当然 に その 処理 を採 用 すべ きで あ ろ う。
剛 正確 に は売 上 に よ る キ ャ ッ シュ ・フ ロ ーで は な く、減 価 償 却 費 以外 の 費 用 を控 除 した ネ ッ トの 営 業 キ ャ
ッシ ュ ・フ ロー で あ るが 、 こ こで は設例1と 同 様 に減 価 償 却 費 以外 の費 川 が 存 在 しない 状況 を想 定 して
い る。 図 表4、 図表5も 同様 で あ る。
L28:3つの ボ ック スの 大 き さは 、 金額 の比 率 を表 して い る.ま た、 キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー をCFと 省 略 して 表
記 して い る。 図 表4.図 表5も 同様 で あ る。
(esこの よ うな処 理 は 、償 却 性 資産 へ の 投 資原 価 及 び残 存 価 額 や 土地 へ の投 資原 価 と、 売 上 に よ る キ ャ ッシ
ュ ・フ ロー 及 び 資産 処 分 損 益 が ゼ ロ とな る処 分 キ ャ ッシ ュ ・フ ロー を対 応 させ るこ と と同 じで あ る。 資
産 処 分 損 益 が ゼ ロ と な る処 分 キ ャ ッ シュ ・フ ロー を用 い るの は、 資 産 処 分 損 益 に ゼ ロが 期待 され る こ と
が 、営 業 損益 に投 資 原 価 全 体の 資 本 コス トを超 え る利 益 の 獲 得 が期 待 され る こ との 前 提 に あ る ため で あ
る。Sr売f.CF、L:土 地 簿 価 、B:償 却 性 資産 簿 価 、1=減 損 損 失、r;資 本 コ ス トとお く と、 償 却 性 資
産 の回 収 可能 価 額 と して(将 来CF80-t地 資本 コ ス ト2.5)÷i.osを用 い る場 合 は(S-rL)÷〔1+r)一
B=1と い う関 係 に な り、処 分 キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー に 十 地 簿 価 を 用 い る場 合 は(S+L>÷(1+r)一
(B+L>=1とい う関 係 に な る。 こ こで 、(S-rl;,÷(1十r)一B=1⇔(S十L)÷(1十r)一(B+1.)斎1で
あ り、 両者 は 同 値 で あ る、
130;この場 合 に は、 資 産 処 分損 益 の期 待 値 は ゼ ロ に は な っ て い な い。4.2で述 べ たt地 の 帳 簿 価 額 の 見直 し
の議 論 との関 係 も あ るが 、少 な く と も帳 簿 価額 と 見積 も り処 分価 額 が乖 離 して い る こ との開 示 は 必 要 か
も しれ な い。
;,こ こで の減 損 損 失 には 、土 地 の 収 益へ の 貢 献度 が変 化 した 影 響 も含 まれ て い る はず で あ る。 全 額 を償 却
性 資 産 に負 担 させ る の はQ妥 当で な い よ うに も思 え る か も しれ な い が 、土 地 の 貢 献 に よ る キ ャ ッシ
ュ ・フ ローが 全 て 償却 性 資,:rに起 因 す る もの で あ る と考 えて い るの で は ない.減 損 損 失 に は単 に固定 資
産 の 牛産 性 が 低 下 した 影響 だけ で は な く、 福井(2004)で指摘 され て い るよ うに人 的 資 本の 評 価 損 が 含
まれ て い た り、 川 村(2007で 指 摘 され て い る よ うに 引 当金 に計1.=すべ き営業 上 の 支 出 が含 まれ て い る
可 能性 が あ るな ど、現 行 制 度.上も必ず しも資産 自体 に起 因 す る減 損 損 失 の み が償 却 性 資 産 に負 担 させ ら
れ て い る訳 で は な い.そ こで 、本 稿 で は 土 地の 貢 献 に よる 影響 も含 め 、 営 業損 益 計 算 に 反映 され る償 却
性 資産 に負 担 させ 、営 業 損 益 を修 正 して い る。 も ち ろん 、 行 お うと して い るこ とは 営 業 損益 の 修正 で あ
り、減 損 損 失 に 対 応 した利 益 が減 損 後 の 営 業損 益 計 算 に 反 映 され るの で あれ ば 、減 損 損失 の 全 額 を償 却
性 資産 に負 担 させ な くて も良 い。 例 えば 、償 却 性 資 産 に 負担 させ るの は償 却性 資産 自体 の収 益 性 の低 ト
に よ る部 分 だ け で、土 地 の貢 献 度 の変 化 に よ る 損失 は 負債 に計 上 す る とい う方 法 も考 え られ る。 他 に も、
償却 性 資 産 の 評価 に は割 引 前 キ ャ ッシュ ・フ ロ ー を用 い 、割 引 に よ る資 本 コ ス ト分 の 減 損損 失 は負 債 に
計上 し、 償却 性 資 産 の 償却 に合 わ せて 収 益 に 計 上 して い くとい った 処理 も考 え られ る。
(az;適用指 針29項 また書 参 照 。 この 他 、29項な お 書 で は減 損 損 失 の 認 識 の判 定 に お い て 主要 な 資 産以 外 の
償却 性 資 産 の 見 積 も り処 分価 額 と して将 来 ク)帳簿 価 額 を用 い る こ と がで き ると して お り、償 却 性 資産 に
つ いそ は帳 簿価 額 を将 来 キ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー と して 用 い る 規定 が あ る。 圭地 につ い て は 帳簿 価 額 を将 来
キ ャッ シ ュ ・フ ロ ー と して用 い る規 定 は な い。 なお,注29も 参 照 。
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